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デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進に向けた

企業とIT人材の実態調査

～ 概要編～
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背景・目的

◆ 2018年度に実施した「デジタル・トランスフォーメーション推進人材の機能と役割のあり方に関する調査」

(以下、「DX推進人材の機能と役割のあり方に関する調査」という。)の後続として、抽出された課題の深堀、

取組状況の継続把握、事例の拡充等を行った。

DX取組事例の拡充及び
DX推進モデルの改善

（企業インタビュー：12社）

2018年度実施事項

・先行事例の継続的供給によ
るDX取組み予備軍への動
機づけ強化
・DX推進モデル拡充による具
体的ヒントの提供
・DXに対応する人材の要件
具体化

・不足が懸念されるDXに対応
する人材への学び直し実態
の把握（企業視点、個人
視点）
・適材適所化に向けたIT人材
の流動化状況の把握

Reスキル・人材流動の実態調査
及び促進策検討

（企業インタビュー：14社、
個人アンケート：1000件）

・目的
ITエンジニアの範疇に留まらず、広くDXの
推進のために必要となる人材や推進体制
等の標準モデルを整理・類型化するととも
に、DX推進の阻害要因解決のための施
策案の検討を行う。

・実施内容
－アンケート調査による産業界における
DXへの取り組み実態の把握
－インタビューによるデジタルビジネス推進
企業の事例整備
－調査結果を踏まえた、DX推進上の阻
害要因（カベ）と解決施策の抽出、
及びDX推進モデルの策定

「DX推進人材の機能と役割のあり方
に関する調査」

2019年度実施事項

IT人材白書
2020調査
データ

（企業アン
ケート：
1984件）

※IT人材白書
2020自体は
2020年夏
公開予定

DX取組状況の把握

注：ここでのReスキルは一般的な学び直しを示す言葉として使用
DX推進人材の機能と役割のあり方に関する調査：
https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20190412.html

調査の概要（1/4）

https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20190412.html
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◆ 独立行政法人情報処理推進機構（IPA）社会基盤センターを実施主体とし、具体的な調査業務等の委託先としてみずほ情報総研株

式会社及び株式会社チェンジの協力を得ながら遂行した。

また、調査及び検討内容については、IPA内に設置した「DXに対応する人材のあり方研究会」へ報告し、適宜助言を受けた。

＜座長＞
室井 雅博 元 株式会社野村総合研究所 顧問

＜委員＞ 50音順
神岡 太郎 一橋大学 経営管理研究科 教授

（CDO Club Japan 顧問）
木内 里美 特定非営利活動法人

ビジネスシステムイニシアティブ協会（BSIA）理事長
株式会社オラン ファウンダー 代表

田口 潤 特定非営利活動法人ITスキル研究フォーラム（iSRF）理事長
株式会社インプレス
IT Leaders 編集部 編集主幹 兼 プロデューサー

DXに対応する人材のあり方研究会

社会基盤センター

実施体制

「DX取組事例の拡充及びDX推進
モデルの改善」を担当

「Reスキル・人材流動の実態調査
及び促進策検討」を担当

調査の概要（2/4）
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調査の概要（3/4）

◆ IPAにて毎年実施しているIT人材白書調査の中に、DXへの取組状況やDXに対応する人材の現状や課題等に関する設問を新

設するとともに、新たな調査対象としてデジタルビジネス推進部門を追加した。

IT人材白書2020における企業アンケートの概要

調査先 調査項目
調査対象／
回収率

サンプル抽出方法

①

従来からの継続調査項目
＋

新設調査項目
DXへの取組状況、DXに対応
する人材の現状、課題等

IT企業（人事部門）
996/3,000 社（33.2％）

業界団体（JISA、CSAJ 、
JEITAなど）やITユーザー団体
（JUAS）の会員企業及び民間
データベース登録企業などから
ランダムに抽出

②

従来からの継続調査項目
＋

新設調査項目
同上

上場企業（IT部門）
821/3,000 社（27.4％）

③
新設調査項目
同上

デジタルビジネス推進部門の
責任者
227/1,000 社（22.7%）

業界団体（JISA、CSAJ、
JEITAなど）やITユーザー団体
（JUAS）、新経済連盟、一般
社団法人データサイエンティス
ト協会の会員企業及び民間デー
タベース登録企業から、デジタ
ルビジネスを推進している部署
を設置している企業をランダム
に抽出。
※デジタルビジネスを推進して
いる部署の選定は、デジタル推
進、デジタルトランスフォー
メーションなどのキーワードで
選出。

ＩＴ企業

ユーザー企業

デジタルビジネス推進部門が回答した企業

※上記のうち、DXに取り組んでいると回答した
185社のことを以降「デジタルビジネス推進
企業」と言う。
（IT企業・ユーザー企業を含む）

注：上記の調査結果については2020年夏に「IT人材白書2020」として公開予定であり、詳細についてはそちらを参照されたい。
本報告書においては、そのデータの一部を用いた分析を行っている。



◆ IT人材個人の学び直し及び転職に関する意識の実態等を把握するために、Webアンケート調査を実施した。

◆ 本アンケート調査では、IT人材を、先端的なIT業務（＊）に従事する人材（先端IT従事者）とそれ以外の人材（先端IT非従

事者）に分けて、その学び直しの実態のほか、重視するワークスタイルや転職の実態等についての比較を行った。

調査対象 先端IT従事者（500名）＋ 先端IT非従事者（500名）＜合計 1,000名＞

調査方法 Webアンケート調査（大手Webリサーチ会社の登録モニターを利用）

実施時期 2019年12月

調査項目

＜回答者属性＞

✓ 勤務先業種

✓ 勤務先従業員規模

✓ 回答者職種・担当業務

＜ワークスタイル＞

✓ 習得しているスキル

✓ 普段仕事をする場所

✓ 労働時間・休暇日数

✓ 今後習得したいスキル

✓ 現在の年収と目標年収

✓ 仕事に対して重視すること

✓ 上記の点に対する満足度

＜スキルアップの実態＞

✓ 業務外のスキルアップの実態

✓ スキルアップの手段と効果があったもの

✓ スキルアップにかける時間と費用

✓ 保有資格／関心がある資格

＜転職の実態＞

✓ 過去の転職経験

✓ 転職に対する考え方

✓ 転職理由とそれが改善されたか

✓ 転職先の見つけ方

✓ 転職先として関心がある業種

✓ 兼業・副業の実態と関心
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＊先端的なIT業務とした選択肢：データサイエンス、AI・人工知能、IoT、デジタルビジネス/X-Tech、アジャイル開発/DevOps、AR/VR、ブロックチェーン、自動運転/MaaS、5G

学び直し・人材流動に関する調査（個人アンケート）の概要

調査の概要（4/4）
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第1章
DXへの取組実態

－IT人材白書2020調査データより－
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第1章のポイントサマリー

DXへの取組みに関し、企業規模による格差が見られる。１

「電気・ガス・熱供給・水道業」、「金融、保険」に加え、製造業の従業員1,001名以上の

企業及び情報通信業の従業員301名以上の企業において積極的な取組みがうかがえる。
2

成果が出ている取組内容は、業務効率化がいまだ中心的。3

DX専任組織は、DX実施の当事者部門としての役割に加え、関連部門の支援役や全社コント

ロールタワーとしての役割を担っている。
6

成果が出ている企業の特性は、全社戦略に基づいた全社的取組みであることや、IT業務が分

かる役員の存在など。また、組織文化においても違いが見られる。
4

成果が出ている企業とそれ以外の企業で大きく異なる課題認識。5

全
体
分
析

デ
ジ
タ
ル
ビ
ジ
ネ
ス
推
進
企
業
分
析



ポイント①
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DXへの取組みに関し、企業規模による格差が見られる。1

◆ アンケート回収企業全体では4割強の企業においてDXへの取組みを実施中。

◆ ただし、企業規模別にみると、8割近くが取り組んでいるとする従業員1,001名以上の企業群に比べ、300名以下の企業群での取組

比率が低くなっている。特に、企業数で900社強と約半数を占める100名以下の企業群では取組比率が3割に届いておらず、企業規模に

よりDXへの取組みに格差が見られる。

【全体分析】



ポイント②
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「電気・ガス・熱供給・水道業」、「金融、保険」に加え、製造業の従業員1,001名以上の企業及

び情報通信業の従業員301名以上の企業において積極的な取組みがうかがえる。
2

注：10件以下の業種は一覧には非表示（ただし、全体数には含む）
情報通信業は、情報通信機器メーカー、SIer・ソフトハウス・パッケージベンダー・ITコンサル・情報システム子会社などを含む

★

★

◆ 業種別では「電気・ガス・熱供給・水道業」、「金融、保険」における取組比率が高い

◆ サンプル数の多い製造業や情報通信業を企業規模（従業員数）別に分解すると、従業員301名以上の情報通信業及び1,001名以上の

製造業においても多くの企業でDXに取組んでいる状況となっている。

【全体分析】



ポイント③
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成果が出ている取組内容は、業務効率化がいまだ中心的。３

◆ 取組比率が相対的に高い従業員規模1,001名以上の企業においても、成果が出ている取組内容としては業務効率化による生産性向上が

中心となっている。

◆ ただし、PoC/初期段階を含めると、DXへの取組みはそれ以外の領域へも全方位に広がりをみせている。

注：IT人材白書2020調査のアンケートの回答選択肢である、“既に十分な成果が出ている“ ”既にある程度成果が出ている“を「成果あり」、”今後の成果が見込まれる“は
そのまま使用、“まだ見通しはわからない“ ”取り組んでいない“を「未着手/これから」と置き換えて表記。

【全体分析】



参考：2018年度調査における成果状況

◆ 2018年度調査と2019年度調査では、サンプル抽出方法が異なり単純比較はできないが、2019年度においては未着手の割合が減り、

PoCの取組みが増えていると思われる。

◆ 成果ありとする比率は両調査ともに決して高いものではないが、2018年度調査報告において“難易度が高く、かつ時間を要する「成果

の創出」“と述べた通り、2019年度においてもまだ十分に成果を得る段階には至っていないということを表すと考えられる。
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【全体分析】

注：DX推進人材の機能と役割のあり方に関する調査：https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20190412.html より

2018年度調査は、東証一部上場の従業員数上位1000社（従業員およそ600名以上）にアンケート調査を行ったものであり、2019年度調査はIT人材白書2020調査で行ったものであるので、
サンプル抽出方法が異なるので単純比較はできない。
回答選択肢の“既に十分な成果が出ている“ ”既にある程度成果が出ている“を「成果あり」、”今後の成果が見込まれる“はそのまま使用、
“まだ見通しはわからない“ ”取り組んでいない“を「未着手/これから」と置き換えて表記。

https://www.ipa.go.jp/ikc/reports/20190412.html


ポイント④ （1/3）

成果が出ている企業の特性は、全社戦略に基づいた全社的取組みであることや、IT業務が分かる

役員の存在など。また、組織文化においても違いが見られる。
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◆ 全ての取組みにおいて、「全社戦略に基づいて全社的にDXに取組んでいる」という企業ほど、成果が出ている割合が高い。

４

注：上段グラフの n=185は、 IT人材白書2020調査におけるデジタルビジネス推進企業数
IT人材白書2020調査のアンケートの回答選択肢である、“既に十分な成果が出ている“ ”既にある程度成果が出ている“を「成果あり」、”今後の成果が見込まれる“ “まだ見通しは
わからない“ を「成果なし」と置き換えて表記。（”取り組んでいない”は置き換えず、そのまま表記）

【デジタルビジネス推進企業分析】



ポイント④ （2/3）
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◆ IT業務が分かる役員の比率が高いほど、DXへの取組み成果が出ている企業の割合が高い。

注：上段グラフの n=168は、 IT人材白書2020調査におけるデジタルビジネス推進企業数から無回答を除いた数値
IT人材白書2020調査のアンケートの回答選択肢である、“既に十分な成果が出ている“ ”既にある程度成果が出ている“を「成果あり」、”今後の成果が見込まれる“ “まだ見通しは
わからない“ を「成果なし」と置き換えて表記。（”取り組んでいない”は置き換えず、そのまま表記）

【デジタルビジネス推進企業分析】



参考：ユーザー企業におけるIT分野がわかる役員の割合

14

◆ 一般のユーザー企業においても、IT業務が分かる役員の存在が成果の有無に影響を与えている。

◆ 1.業務の効率化視点の取組みであれば、成果を出している企業は一定の割合で存在するが、3.新規製品・サービスの創出以降になると

IT業務が分かる役員の比率が0～2割では、成果を出せていないとする企業が殆どとなる。

注：上段グラフの n=260は、 IT人材白書2020調査におけるユーザー企業（IT部門）のうち、 DXに取り組んでいると回答した企業数から本設問における無回答を除いた数値
IT人材白書2020調査のアンケートの回答選択肢である、“既に十分な成果が出ている“ ”既にある程度成果が出ている“を「成果あり」、”今後の成果が見込まれる“ “まだ見通しは
わからない“ を「成果なし」と置き換えて表記。（”取り組んでいない”は置き換えず、そのまま表記）

【デジタルビジネス推進企業分析】



ポイント④ （3/3）
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◆ 成果が出ている企業とそれ以外の企業では、組織文化において「リスクを取り、チャレンジ」、「多様な価値観受容」、

「仕事を楽しむ」、「意思決定のスピード」の差が大きい。

注： IT人材白書2020調査におけるデジタルビジネス推進企業が対象。上記グラフは組織文化が当てはまると回答した企業割合
IT人材白書2020調査のアンケートの回答選択肢である、“既に十分な成果が出ている“ ”既にある程度成果が出ている“を「成果あり」、”今後の成果が見込まれる“ “まだ見通しは
わからない“ を「成果なし」と置き換えて表記。（”取り組んでいない”は置き換えず、そのまま表記）。

【デジタルビジネス推進企業分析】



ポイント➄

◆ 成果が出ていない、あるいは取り組んでいない企業群では“内向き問題”（危機感の浸透や変革に対する社内の抵抗、社内人材の育成など）

を課題とするケースが多いが、成果を出している企業群においては“外向き問題“（連携先とのWin-Win関係、DX人材の社外からの獲得）が

多く見られるのが特徴。

◆ また、既存システムの改修負担、プロジェクト開始時のリスクテイク判断を課題としているのも成果あり企業群の特徴であり、実行により

切実に実感している様子がうかがえる。

成果が出ている企業とそれ以外の企業で大きく異なる課題認識。５
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注： IT人材白書2020調査におけるデジタルビジネス推進企業が対象。上記数値は、「企業群別のそれぞれの課題選択割合 ÷ それぞれの課題選択における全体平均割合 -1」で算出
IT人材白書2020調査のアンケートの回答選択肢である、“既に十分な成果が出ている“ ”既にある程度成果が出ている“を「成果あり」、”今後の成果が見込まれる“ “まだ見通しは
わからない“ を「成果なし」と置き換えて表記。（”取り組んでいない”は置き換えず、そのまま表記）。

グラフは、185社の全体
平均の割合との差を表し
たもの。0より左側に伸び
ているのは課題選択割
合が全体平均より低いこ
とを、右側に伸びている
のは全体平均より高いこ
とを示している。

【デジタルビジネス推進企業分析】



ポイント⑥
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DX専任組織は、DX実施の当事者部門としての役割に加え、関連部門の支援役や全社コントロール

タワーとしての役割を担っている。
６

注：グラフの n=104は、デジタルビジネス推進企業のうちDX専任組織があると回答した企業数。

◆ DX専任組織を置いている企業では、その役割をDX遂行当事者としての役割と、社内関連部署の支援役（伴走者）という役割に加え、

「DXに関する全社戦略の立案」、「DXに関する戦略や目標の社内関連部署への指示」、「DXに関する他社等との連携の推進」といっ

た、全社のコントロールタワー的な役割もほぼ同程度の比率で担っている。

【デジタルビジネス推進企業分析】
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第2章
具体取組事例の拡充と
工夫点の類型化
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企業名※順不同

工夫点の類型化要素

左記要素における特徴的なポイント
取
組
内
容

実
行
プ
ロ
セ
ス

内
部
組
織

推
進
人
材

企
業
連
携

富士フイルム株式会社

•変革カルチャー/危機感の醸成

•製造業における顧客思考/データドリブンの必要性

• DX推進文化の啓発期間。デジタル変革委員会による適切な取組設定

東京地下鉄株式会社
•導入すべき技術を経営層が的確に判断

•研修センターで実践的なデータサイエンティスト育成

ヤマトホールディングス株式会社
•社長室にデジタルイノベーション担当を設置

•全社横断のシステムアーキテクチャーをフルクラウド化

株式会社ふくおかフィナンシャルグループ
•銀行本体から独立しての事業運営

• ITスキルを問わず、グループ各行より社員が出向

東京海上ホールディングス株式会社
• 15年~30年先を見据えた変化を考える

• スタートアップ企業への出資による連携

住友商事株式会社

•社内浸透に向けた説明会の徹底

•専門人材は別会社化

• アクセラレーター事業への参画

インタビュー実施企業と工夫点の類型化への主要反映点 （1/2）
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企業名※順不同

工夫点の類型化要素

左記要素における特徴的なポイント
取
組
内
容

実
行
プ
ロ
セ
ス

内
部
組
織

推
進
人
材

企
業
連
携

株式会社パルコ

•一気通貫でプロジェクトを行える組織体制

•全体像を明らかにすることで、プロジェクトを円滑化

•現状利用可能な技術の採用が、実装力を高める

日清食品ホールディングス株式会社
•情報システム部門が主導する働き方改革

•経営幹部の意識改革と人材の採用・育成

日本航空株式会社
•（社内）外の巻き込みと発信による成果創出

• 2つのゴール設定と、1人のリーダーによる全社牽引

パーソルキャリア株式会社
• IT・テクノロジー機能に加え、ミドル機能も一元化

•好奇心旺盛な社員による主体的・自立的な学び

株式会社ブリヂストン

• デジタル活用組織に加えビジネス変革組織の設置

• シナジーの高さを基準にM&A

• M&Aに関するノウハウを蓄積

インタビュー実施企業と工夫点の類型化への主要反映点 （2/2）



21

第2章のポイントサマリー

21

デジタル技術や変革理解に関する勉強会や情報共有会を継続実施２

DX推進のトリガーは、「トップの危機感」と「10年以上先のイメージ/ビジョン」１

DX推進のポイントは、想いを持ったリーダーの存在とその経営・顧客・社会の

巻き込み力
3

DX組織にはIT部門起点と事業部門起点が存在4

DXに対応する人材に必要な“課題設定力”や“主体性・好奇心”6

デジタルビジネス推進企業では、必要人材を内部に保有しようとする傾向が見ら

れる
5



1.トップダウンの

危機感の共有

2.中長期（10年以上先）
を見据えたイメージ/ビジョン

トップだけでなく経営陣全員さらに社員にまで浸透した危機感
• 過去に経験した「事業の危機」を受けた、経営陣および多くの社員の課題/危機意識

• これまで数十年間、既存のビジネスモデル/主力事業から脱却できていないという会社の危機
感が、社長から経営陣に共有されている

• テクノロジーによる破壊的な変化を感じ、DXのメッセージを社員全体に伝えている

10年以上先に起こりうる既存事業の変化イメージ（中長期のビジョン）
• 業界で起きている“もの”から“こと”への変化と課題意識

• 人口減少や社会問題を見据えた、既存事業以外の収益構造の検討

• 社長直轄で「10年後の事業」を考えるプロジェクトを開始

• 次の100年を見据えた、新たな顧客価値の検討

• テクノロジーによって起きる未来の創造

自社のDX推進

DX推進のトリガーは、「トップの危機感」と「10年以上先のイメージ/ビジョン」1
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◆ インタビュー対象企業のDX推進に向けた共通の取り組みとして、トップダウンの危機感の共有と、10年以上先のイメージ/ビ

ジョン構築があがった。

ポイント①



ポイント②

デジタル技術や変革理解に関する勉強会や情報共有会を継続実施2

• 他社のDX事例を収集し、定期的にデジタル勉強会を開催
• 最新技術情報を収集し、WGで都度共有

経営層を含む
定期勉強会

• CDO自ら全社員向けにデジタル研修を実施
• DXに関する啓発研修を実施

全社員向けの
啓発研修

• 新しい取組や技術に取り組めるメンバー構成し、情報収集
• 好奇心のある若手メンバーを中心に、自発的に情報収集し、実践
• 海外のスタートアップの情報を、現地で収集

DXメンバーの
自発的な

最新技術把握・実践
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◆ 変化の激しいデジタル技術やデジタル変革については、一過性でなく継続的に、かつ全社を対象に、勉強会や啓発のための研

修などを行っていることがわかる。
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参考：成果が出ている企業における人材育成施策

注： デジタルビジネス推進企業のうち、成果が出ている企業数を母数とした場合の選択割合（ IT人材白書2020調査データより）

◆ DXへの取組みで成果を出している企業においては、社内外の研修やセミナー、勉強会、コンテスト、資格取得など、多様な育

成施策を採用している。



ポイント③

DX推進のポイントは、想いを持ったリーダーの存在とその経営・顧客・社会の

巻き込み力
3

事
業
創
造

事業創造未着手

• DX推進担当者が不在

• 事業創造の必要性を感じて
いない、もしくは、必要性につ
いて検討中

• 事業創造のアイデアはあるが、
失敗リスクを潰せず進められな
い 検

討
が

進
ま
な
い
壁

事
業
が

本
格
化
し
な
い
壁

事業創造初期段階

• PoCがうまく行かず中止

• PoC後の説明に時間がかかり、
検討がとまっている

• PoCを継続し、一向に次に進
めない

• PoCが乱立し、どれを選択して
よいかわからない

事業創造本格化

• DXによる新規事業が立ち上
がっている

• 新規事業が成果を生み出し
ている（利益を生み出してい
る）

検討が進まない壁を突破するには（一例）

• 合議制ではなく、強い想い/明確なイメージを
持ったイノベーションリーダーが周囲を巻き込んで
進める

• 経営層（意思決定層）を巻き込み、継続的
な勉強会や説明を通して、理解を深めながら
進める

事業が本格化しない壁を突破するには（一例）

• 社内の主観的な評価ではなく、顧客による評
価やマイルストンにおける明確なKPIによる評価
を重視した判断を行う

• 社会課題や顧客課題を取組テーマに据えるこ
とで、リスクよりも「解決すべき」という意識を醸
成する

25

◆ 複数の調査対象企業から、自らの強い想いや信念を持ち、DXを具体的に推進していく実務リーダーの存在が不可欠である、とい

う意見が聞かれた。

◆ そのようなリーダーを適切に登用する意思決定や仕組み化を行うことが経営トップには求められると言える。



ポイント④

DX組織にはIT部門起点と事業部門起点が存在4

DX取組

新会社設立

DX会議体設置
(専門組織なし)

Ｄ
Ｘ
組
織
設
立

主要参画メンバー

•外部人材と内部人材（プロパー
社員）の混成チーム

•内部人材は、ビジネスドメインに
関する知識に期待

伴
走
型

事
業
部
門
起
点

•企画・経営企画部門がメイン。内
部人材（プロパー社員）や中途
社員などで構成

•事業部門やIT部門と統合した三
位一体型が理想だが、内情とし
ては、既存IT部門は効率化の役
割を担うケースが多い

• メインは、CxO（CEOやCDO）
と各事業部門トップ層

•経営企画部門

IT部門
起点

•中途入社のリーダーと、既存情シ
スメンバーによるチームで推進

• リーダーの外部での実績に期待

主
導
型

組織/機能の狙い

•新規事業創出や専門人材
の獲得

•既存事業部のDX全般を支
援することが狙い

•事業部門のDXを推進する
ための、情報共有の場として
機能

•既存事業部の事業領域と
は異なる領域での新事業を
検討するのが狙い

•デジタル技術を大胆に活用
した事業変革基盤の構築に
よるDX牽引

既存情シスメンバーの役割

•少ない
（デジタル技術者がいれば、参
画することもあるが、ケースとしては
少ない）

•効率化領域、および、運用フェー
ズでの参画が多い

•技術の知見、既存システム連携
で参画

•技術を持つメンバーが主導

組織体制の
パターン
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◆ DX推進組織のパターンは、狙いや主要参画メンバーの違いにより、大きく5つに分けることが出来る。



DX取組

新会社設立

DX会議体設置
(専門組織なし)

Ｄ
Ｘ
組
織
設
立

伴
走
型

事
業
部
門
起
点

IT部門
起点

主
導
型

役割/ミッション

• 新会社が一気通貫で事
業化

• 同時に新たな芽も創造

• DX組織が前半技術面
で伴走し、少しずつ事業
部門主導に移行

• DX組織は情報共有をメ
インミッションに、事業部
門を支援

• DX組織が実現可能性
を検証し、事業の道筋が
見えるところまで実施

• その後はいずれかの事業
部門へ移管

• デジタル技術を大胆に活
用した事業変革基盤の
構築によるDX牽引

組織体制の
パターン

予算の考え方

•既存事業部とは独立採算

•初期投資はDX組織が予
算化して、支援

•事業部門主導に切り替わ
るタイミングで予算も変更

•各事業部門の予算で実
施

•DX組織予算で実施

役割（イメージ）※矢印の太さは関与度を表す

0→1 1→10 10→100

新会社

DX組織 DX組織 DX組織

DX組織 DX組織 DX組織

DX組織 事業部門

事業部門

事業部門

新会社

•全社IT予算で基盤構築

•事業部門は、基盤を使い
つつ、自部門予算で実施

DX組織（IT部門）

事業部門
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◆ また、各組織パターンによってDXのフェーズごとの役割や予算の考え方が異なることもわかった。



ポイント⑤

DXに対応する人材（呼称） 定義
推進人材に関するインタビューでの

該当コメント

下記のアサイン手段を用いている比率
◎：多い、○：やや多い、△：少ない、－：ほとんどない

内部 新卒 中途 外注

プロダクトマネージャー
• DXやデジタルビジネスの実現を
主導するリーダー格の人材

• 管理職クラス、事業のエース、それに準ずる人材を任命
• 変革課題を持っている人、課題設定力がある人
• ビジョンを提唱し、行動に移す、想いのある人

◎ ー △ ー

ビジネスデザイナー
• DXやデジタルビジネス（マーケ
ティング含む）の企画・立案・推
進等を担う人材

• ビジネスと技術の両方に明るい人材が望ましいが、特にビジ
ネスをよく理解している人材

• 自発的に行動し、チャレンジできる人材
◎ ー △ ー

テックリード
（エンジニアリングマネージャー、
アーキテクト）

• DXやデジタルビジネスに関するシ
ステムの設計から実装ができる人
材

• 外部から経験者を中途で採用
• 技術のある社内エンジニアが登用されるケースもあり ○ ー ○ △

データサイエンティスト
• 事業・業務に精通したデータ解
析・分析ができる人材

• 社内で素養がある人材を育成
• 新入社員で採用するケースもあり
• 研修後はOJTでフォローアップ

○ △ ○ △

先端技術エンジニア
• 機械学習、ブロックチェーンなどの
先進的なデジタル技術を担う人
材

• テクノロジーの変化の速度が早く、外部連携で補完
• 社員が技術を保有している場合は、その技術力を生かした
推進を検討

○ △ ○ ○

UI/UXデザイナー
• DXやデジタルビジネスに関するシ
ステムのユーザー向けデザインを
担当する人材

• 顧客向けアプリを開発している企業では存在するケースあり
• 通常は、技術と同様外注することが多い ○ ー △ ○

エンジニア／プログラマ
• システムの実装やインフラ構築・
保守等を担う人材

• SIerが担うことが多い
• 保守の場合はIS子会社や情報システム部門メンバーが担
当

○ △ △ ○
28

注：企業インタビューおよびIT人材白書2020調査におけるデジタルビジネス推進企業の調査結果より

◆ プロダクトマネージャーやビジネスデザイナーなどビジネス視点でDXを主導するリーダーをはじめ、テックリード等について

も中途採用も含め内部で保有しようとする傾向が見られる。

デジタルビジネス推進企業では、必要人材を内部に保有しようとする傾向が見られる5



参考：人材タイプ別の重要度
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◆ ユーザー企業、IT企業のいずれのセグメントにおいても共通して重要度が高いのはプロダクトマネージャーやビジネスデザイナー。

◆ 加えて、ユーザー企業ではデータサイエンティスト、IT企業ではテックリード、エンジニア／プログラマの重要度が高い。

◆ デジタルビジネス推進企業で集計すると、全人材タイプでユーザー企業/IT企業単独のセグメントよりも重要とする比率が高くなって

いる。先端技術エンジニアの重要度が相対的に低いのは、内部での確保よりは必要に応じて外部から調達する形態が中心であるからと

推量される。

（参考）

注：母数をDXに取り組んでいる企業数にした場合の重要であると回答した企業割合（ IT人材白書2020調査データより）



ポイント⑥

DXに対応する人材に必要な“課題設定力”や“主体性・好奇心”6

適性因子（仮説）

A.不確実な未来への創造力

B.臨機応変/柔軟な対応力

C.社外や異種の巻き込み力

D.失敗したときの姿勢/思考

E.モチベーション/意味づけする力

F.いざというときの自身の突破力

• 取り組むべき領域を自ら定め、新分野への取組みを厭わず、ありたい
未来を描き、挑戦する姿勢

• 課題設定力

• 計画通りのマネジメントではなく、外部の状況変化や状況を踏まえ、目
標を見失わずに、都度ピボットしながら進めていく姿勢

• 当初の計画にこだわりすぎない

• 対立する周囲のメンバーを巻き込むだけでなく、外部の「他者」との交わ
りを多く持ち、自分の成長や変化の糧にできる受容力

• 一時的な失敗は、成功に向けた過程であり、失敗を恐れず、立ち止ま
らず、糧にして前に進めることができる姿勢

• 自ら解決したい・取組みたい課題を明確にし、自らの言葉で話すことが
でき、前向きに取組みたいと感じられる姿勢

• 主体性・好奇心

• 解決や困難な状況に陥ったときでも、諦めずに、様々方法を模索し、
壁を突破するためにリーダーシップを発揮する姿勢

• 責任感

概要
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◆ DXに対応する人材においては、”自ら解決すべき課題を設定する”や”主体性・好奇心”などの適性が重要であることが本調査から

判った。（人材タイプによる違いは次頁参照）

◆ 本調査時点では、適性因子として下記6つがあると仮説付けたが、各個人が持つこれらの因子の強弱は、所属する組織の風土や文

化等の様々な要因によって変化するものでもあり、それらの影響を見極める必要がある。



参考：人材別の重要因子
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◆ 人材タイプに依らず共通的に重視されているのは、B.臨機応変/柔軟な対応力。

◆ A.不確実な未来への創造力やF.いざという時の自身の突破力については、人材タイプによってその重要度にバラツキがある。

◆ C.社外や異種の巻き込み力については、プロダクトマネージャーやビジネスデザイナーと、それ以外の人材タイプにおいて評価が

分かれる。

注： IT人材白書2020調査おけるデジタルビジネス推進企業のデータより
人材タイプごとに最大3つまでしか選択できない形式としたため、選択率が低いからといってその因子の重要度が低いわけではない



32

第3章
IT人材の学び直し・人材流動状況



学び直し調査に関するインタビュー結果のポイント
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区分
インタビュー

企業
デジタル関連事業の

取組状況
デジタル関連事業を

担う人材
人材確保の方法 育成方法 課題

IT

コンサル

A社
業務効率化
新規事業立案

多数の部門でDXを

展開

新卒採用・キャリア採用の

拡大

役職・階層別の研修

配置転換
DXの深化・拡大

B社
業務効率化
新規事業立案

部門を越えた

デジタル案件への配置

基礎レベル：育成

専門レベル：外部採用

全員への基礎研修

デジタル案件への配置
デジタル人材の評価体系

SIer

C社
業務効率化事業

サービス提供型ビジネスへの
転換

DX専門部署の設立

（30～40名）

配置転換

デジタル企業との協業

全員への基礎研修

選抜社員にDX研修

研修プログラムの充実

デジタル人材の不足

D社
IoT関連サービス

アジャイル開発の導入

DX専門部署／バイオサイ

エンス部門の設立

（各50名程度）

若手社員の採用

社内育成

企業内学校の設置

アジャイル開発の採用

育成したデジタル人材の

流出

E社 RPA事業への注力
DX専門部署の

設立（10名程度）

社内育成

新卒採用

配置転換

全社員へのワークショップ

育成したデジタル人材の

流出

ソフト

ハウス

F社
新規事業向け
システム開発

全プログラマが

自発的にスキル習得

（約40名）

新卒採用

中途採用

採用段階でのスキル・

マインドセット転換

ビジネスモデルを維持したま

まの成長・拡大

G社
パッケージソフト提供に
よる生産性向上

海外拠点の設置

（約200名）

新卒や海外の専門人材を

高待遇で採用

外部講習費用の支援

マネジメント研修

「普通」人材の離職

海外人材のマネジメント

H社
セキュリティ対策の生産性向

上ツールの開発

約10名のエンジニアにより

開発。全体で約20名の

チーム。

新卒や海外の専門人材を

高待遇で採用

新卒からもセキュリティ人材

を育成

セキュリティ分野に対する関

心の薄さ

専門人材の不足

ユーザー

企業の

情報シス

テム関連

会社

I社
RPA事業の展開
新規事業立案

DX専門部署の設立

（新規事業：40名、

RPA：90名）

社内育成

リファラル採用
配置転換

ユーザー企業との

採用の競合



第3章のポイントサマリー
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２

１

3

先端IT従事者に比べ、非従事者はスキルアップに対する意欲が低く、時間も費用もかけて

いない。

IT企業においては、デジタル事業部門の新設や従業員向け研修施策の充実など、デジタル

事業拡大への準備に着手。

先端IT非従事者は転職を絶対したくないとする割合が高く、転職する/しない理由において
も先端IT従事者と異なる傾向がある。

参考：経済産業省経済産業省「IT人材需給に関する調査」https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/houkokusyo.pdfにおける
「先端IT人材」を上記の先端IT従事者、「従来型IT人材」を先端IT非従事者と置き換えた場合、2019年時点のIT人材全体における割合は
下記の通りであり、先端IT非従事者が大多数を占める。

先端IT従事者 ：11.8%
先端IT非従事者：88.2％

4

人材市場におけるIT人材の需要自体はここ数年急増中。
IT業界内の転職に留まらず、IT企業からユーザー企業への流動も活発化。

5 「学び直してもそのスキルを発揮する場が無い」、「現在保有しているスキルで当分活躍
できる」という意識の払拭が必要。

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/houkokusyo.pdf


ポイント①

◆ IT通信業界出身者の転職決定数は同業種・異業種ともに増加しており、人材流動は活発化傾向にある。特にユーザー企業で

ある「異業種」への転職者数が「同業種」より増加している点が注目される。

◆ AI関連の求人数が2013年に比べ2018年では約60倍になっているという転職エージェントの話もあり、先端デジタル人材の

需要の急増振りがうかがえる。

◆ また、前職と比べ転職時に賃金が１割以上増加した転職決定者の割合は上昇傾向をみせている。

35

１ 人材市場におけるIT人材の需要自体はここ数年急増中。
IT業界内の転職に留まらず、IT企業からユーザー企業への流動も活発化。

（出典）リクルートエージェント
「2019年10－12月期 転職時の賃金変動状況」

https://www.recruitcareer.co.jp/news/pressrelease/2020/200129-01/

IT系エンジニアにおける「前職と比べ賃金が明確に
（1割以上）増加した転職決定者」の割合

IT通信業界出身者 転職決定数推移

※09～13年の5年平均を1とする

（出典）リクルートエージェント「転職市場の展望【2020年版】」
https://www.r-agent.com/guide/article4891/#IT

https://www.recruitcareer.co.jp/news/pressrelease/2020/200129-01/
https://www.r-agent.com/guide/article4891/#IT


参考：IT人材獲得状況（ IT人材白書2020調査データより）

◆ IT企業及びユーザー企業に対するIT人材動向調査結果から、それぞれDXに取組んでいるとする企業において、IT人材をどのように確保し

ているかを下記に示す。

◆ IT企業においては、IT業界内の転職による人材確保の比率が高く、かつ中小→中堅→大手という流れが見受けられる。

◆ ユーザー企業においては、IT業界からの転職者が最も多いものの、ユーザー企業のIT部門からの転職者も一定数存在している。

IT企業(n=244) ユーザー企業(n=158)

注：左グラフの n=244は、 IT人材白書2020調査におけるIT企業のうち、DXに取組んでいると回答した企業において「過去1年間でIT人材を獲得・確保する方法」の設問に「中途採用（キャリア採用）」
と回答した企業の回答である（無回答を除く）。
右グラフの n=158は、 IT人材白書2020調査におけるユーザー企業（IT部門）のうち、 DXに取り組んでいると回答した企業において「過去1年間でIT人材を獲得・確保する方法」の設問に

「中途採用（キャリア採用）」と回答した企業の回答である（無回答を除く）。 36



参考：IT人材流動マップ

37注：転職エージェント、ユーザー企業へのインタビュー結果をもとにIPAで作成。尚、特定の企業と長期固定的な雇用関係にないフリーランス等については今回の調査対象外であり、記載していない。

…先端IT非従事者

…先端IT従事者

…業務知識保有者

◆ IT人材市場は拡大傾向にあるが、従来型のITビジネスが堅調であることを背景とし、求人/求職ともにその大多

数はIT業界内である。ただし、本章ポイント①で示したように、IT業界から異業種（ユーザー企業）への転職も

増加傾向にある。

◆ ユーザー企業側のニーズは既存システム領域の維持・改修の内製化やIT企業との調整に係る人材が中心ではある

が、デジタルビジネス推進を契機とした先端IT従事者の求人も増えつつある。

◆ 先端IT従事者については、その存在自体がまだ希少であり、転職エージェントなどを介さずリファラルなどによ

るケースも多い。

IT企業
人材供給源になっている

SIer

ユーザー企業
転職しても同じ部署・業務で固定になることが多い
IT人材としての育成機会は限定的（特に事業部門）

ネット企業（ベンチャー含む）

情報システム部門

事業部門
増加中

コンサル

ソフトハウス

従
来
か
ら
の
流
動
（
上
流
工
程
へ
）

増加中（予備軍含む）

多くの企業では一般的なIT投資の割合が大き
いため、IT企業との調整役として人材がほしい

少数精鋭型の需要
IT技術者としてもっと成
長したい意欲の人材

デジタルビジネスの立ち上げ要員として

AI、IoT等の技術を
磨きたい人材

リファラル等を通して、
技術力のみならずワークスタイルの合致重視

業界内
転職

業界内転職
（絶対数としては
最も多い）

業種を跨る
IT部門間
転職



ポイント②

◆ 先端IT従事者に比べ、IT人材のほとんどを占める先端IT非従事者はスキルアップに時間も費用もかけていない。

26.2%

51.6%

53.2%

32.4%

20.6%

16.0%

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT従事者 (n=500)

先端IT非従事者 (n=500)

業務外（職場以外）ではほとんど勉強しない

業務上必要な内容があれば、業務外（職場以外）でも勉強する

業務で必要かどうかにかかわらず、自主的に勉強している

11.8%

10.4%

12.6%

18.2%

13.2%

7.2%

6.6%

7.0%

2.0%

4.8%

1.2%

1.0%

4.0%

48.8%

16.0%

9.0%

11.6%

5.0%

1.8%

3.2%

0.8%

1.2%

0.8%

0.2%

0.2%

1.4%

0% 25% 50% 75% 100%

ほとんど勉強しない

30分未満

30分～1時間未満

1～2時間未満

2～3時間未満

3～4時間未満

4～5時間未満

5～6時間未満

6～7時間未満

7～8時間未満

8～9時間未満

9～10時間未満

10時間以上

先端IT従事者 (n=500)

先端IT非従事者 (n=500)

業務以外の平均的な勉強時間（週）

＜週平均勉強時間＞
先端IT従事者： 平均週2.7時間
先端IT非従事者：平均週1.0時間

36.0%

71.0%

19.2%

17.0%

22.0%

5.4%

16.0%

4.8%

3.8%
3.0%

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT従事者 (n=500)

先端IT非従事者 (n=500)

ほとんどお金をかけない 5千円未満

5千円以上1万円未満 1万円以上5万円未満

5万円以上10万円未満 10万円以上

スキルアップの自己負担額（月）

自主的な勉強の状況

＜月平均自己負担額（左図）＞
先端IT従事者： ¥12,780
先端IT非従事者： ¥3,920
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（出典）本調査において実施したWebアンケート調査結果から

2 先端IT従事者に比べ、非従事者はスキルアップに対する意欲が低く、時間も費用もかけて

いない。



デジタル関連スキルの習得状況（デジタル人材）

42.0%

35.4%

46.2%

19.6%

28.8%

22.0%

18.8%

20.8%

22.4%

24.6%

41.2%

28.2%

31.2%

23.0%

30.4%

27.4%

27.2%

32.0%

33.4%

23.4%

25.6%

49.2%

48.2%

47.6%

53.8%

52.0%

45.6%

0% 25% 50% 75% 100%

データサイエンス（n=500）

AI・人工知能（n=500）

IoT（Internet of Things）（n=500）

デジタルビジネス／X-Tech（n=500）

アジャイル開発／DevOps（n=500）

AR／VR（n=500）

ブロックチェーン（n=500）

自動運転／MaaS（n=500）

5G（n=500）

ある程度習得している これから習得する予定である 習得する予定はない

デジタル関連スキルの習得状況（従来型IT人材）

0.6%

1.6%

1.2%

0.8%

1.4%

0.6%

1.0%

0.8%

0.8%

7.4%

11.6%

11.6%

6.8%

5.6%

6.8%

4.6%

5.2%

8.6%

92.0%

86.8%

87.2%

92.4%

93.0%

92.6%

94.4%

94.0%

90.6%

0% 25% 50% 75% 100%

データサイエンス（n=500）

AI・人工知能（n=500）

IoT（Internet of Things）（n=500）

デジタルビジネス／X-Tech（n=500）

アジャイル開発／DevOps（n=500）

AR／VR（n=500）

ブロックチェーン（n=500）

自動運転／MaaS（n=500）

5G（n=500）

ある程度習得している これから習得する予定である 習得する予定はない

先端IT従事者 先端IT非従事者

◆ 先端IT従事者／非従事者の双方に対して、以下のような先端的なIT領域のスキルの習得状況や今後の予定を尋ねたところ、先端IT

非従事者については、いずれの項目についても「習得する予定はない」という回答が９割近くに上る結果となった。

◆ 現時点では、先端IT非従事者の多くは、先端的なIT領域のスキル習得に対して消極的であると考えられる。
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（出典）本調査において実施したWebアンケート調査結果から



23.8%

10.2%

44.4%

39.4%

24.2%

33.4%

7.6%

17.0%

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT従事者 (n=500)

先端IT非従事者 (n=500)

強くそう思う

どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない

まったくそう思わない

14.4%

4.2%

42.6%

24.0%

35.2%

44.4%

7.8%

27.4%

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT従事者 (n=500)

先端IT非従事者 (n=500)

強くそう思う

どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない

まったくそう思わない

10.8% 34.4%

22.6%

43.8%

46.8%

11.0%

28.2%

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT従事者 (n=500)

先端IT非従事者 (n=500)

強くそう思う

どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない

まったくそう思わない

30.4%

12.6%

51.0%

47.6%

14.4%

25.2%

4.2%

14.6%

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT従事者 (n=500)

先端IT非従事者 (n=500)

強くそう思う

どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない

まったくそう思わない

「これからも活躍し続けるためには、
新しいスキルの習得が必要だと思う」

「将来、自分のスキルが陳腐化することを
心配している」

「今現在、新しいスキルを十分習得できていると思う」

「1年後には、新しいスキルを習得できていると思う」

◆ 先端IT従事者のほうが、先端IT非従事者よりも、スキルアップの必要性やスキルアップしないことのリスク（スキルの陳腐化）を強く

感じる傾向があることがうかがえる。

◆ 先端IT非従事者は、新しいスキルを十分習得できていないという問題意識は感じているものの、今後もその状態は変わらない（１年後

も新しいスキルを習得できていない）と感じていることが読み取れる。

40

（出典）本調査において実施したWebアンケート調査結果から



ポイント③

◆ 学び直しに向けたIT企業の取り組みとしては、以下のようないくつかのパターンがみられることが把握された。

全人材（必須）に研修等を受講させるパターン

全人材（希望者）に研修等を受講させるパターン

選抜された人材に研修等を
受講させるパターン

新設デジタル部門で
デジタル関連の事業に従事

既存部門に戻って
デジタル関連の事業に従事

既存部門に戻って
既存事業に従事

新設デジタル部門向けに
中途人材を獲得

41

3 IT企業においては、デジタル事業部門の新設や従業員向け研修施策の充実など、デジタル

事業拡大への準備に着手。



参考：「情報通信業」と「それ以外の業種」における人材育成施策の実施状況

42
注：DXに取り組んでいる企業を母数とした場合の該当する割合（ IT人材白書2020調査データより）

情報通信業は、情報通信機器メーカー・SIer・ソフトハウス・パッケージベンダー・ITコンサル・情報システム子会社などを含む

◆ 全般に情報通信業の企業の方がそれ以外の業種の企業よりも各育成施策を実施している比率が高いが、とりわけ資格取得や社内勉強

会やコンテストなどについて、その差が大きくなっている。



ポイント④

21.0%

19.0%

48.0%

41.0%

27.4%

30.0%

3.6%

10.0%

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT従事者 (n=500)

先端IT非従事者 (n=500)

より良い条件の仕事を求めて、積極的に行いたい

より良い条件の仕事が見つかれば、考えてもよい

できる限りしたくないが、必要があればやむを得ない

絶対にしたくない

転職に対する考え方

40.0%

40.6%

12.3%

21.3%

12.3%

5.2%

9.0%

2.6%

34.0%

29.0%

29.0%

19.0%

13.5%

9.5%

5.5%

1.5%

0% 25% 50% 75% 100%

現在の企業や仕事内容に満足しているから

収入の継続性や安定性を重視したいから

転職活動が面倒だから

転職が成功するかどうか不安だから

転職市場で通用するスキルがないと思うから

転職活動をしている時間的な余裕がないから

家族などが転職に反対するから

その他

先端IT従事者 (n=155)

先端IT非従事者 (n=200)

34.5%

34.8%

20.4%

17.9%

16.0%

17.9%

14.7%

17.9%

13.2%

13.2%

4.4%

37.6%

25.4%

19.6%

17.7%

18.7%

15.6%

14.1%

8.3%

8.6%

3.7%

6.4%

0% 25% 50% 75% 100%

給与を上げたかったから

自分のやりたい仕事ができなかったから

労働時間が長かったから

上司に不満があったから

勤務先の企業の社風が合わなかったから

もっとスキルアップしたかったから

もっと自由な働き方を実現したかったから

クリエイティブな仕事ができなかったから

上司以外の人間関係に不満があったから

先端的な仕事ができなかったから

その他

先端IT従事者 (n=319)

先端IT非従事者 (n=327)

転職しない理由

転職の理由
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（出典）本調査において実施したWebアンケート調査結果から

4 先端IT非従事者は転職を絶対したくないとする割合が高く、転職する/しない理由において
も先端IT従事者と異なる傾向がある。

◆ 先端IT非従事者は、転職を絶対にしたくないとする比率が従事者に比べて高い。

◆ 先端IT従事者の方が非従事者に比べ、「自分のやりたい仕事」、「クリエイティブな仕事」、「先端的な仕事」などを求め

て転職する傾向が高い。逆に、非従事者の方が高いのは「給与」、「社風が合わない」など。

◆ 転職活動を希望しない理由で大きく差が出たのは、非従事者の「転職活動が面倒だから」。



ポイント⑤

◆ 今回のアンケート調査からは、先端IT非従事者は「勉強の必要性を感じない（現在のスキルで十分だと思うから）」と感じてい

ることが分かった。

◆ また、「新しいスキルを習得しても、それを活かす場がない」という回答は、先端IT従事者／非従事者の双方に多くみられる。

40.0%

28.2%

13.8%

22.0%

19.6%

15.4%

17.4%

18.4%

9.6%

6.0%

2.0%

23.8%

23.2%

26.2%

18.0%

15.6%

17.6%

11.6%

9.8%

11.8%

12.0%

2.0%

0% 25% 50% 75% 100%

業務が忙しく、勉強時間が確保できない

新しいスキルを習得しても、それを活かす場がない

勉強の必要性をあまり感じない（現在のスキルで十分だと思うから）

勉強の必要性はわかるが、意欲がわかない

勉強に必要な費用が確保できない

勉強の必要性をあまり感じない（会社側から特に求められないから）

勉強を始めても長続きしない

家事や育児等で忙しく、勉強時間が確保できない

何を勉強したらよいかが具体的にわからない

どのように勉強したらよいかがわからない

その他

先端IT従事者 (n=500)

先端IT非従事者 (n=500)

先端IT領域のスキルアップに関する課題

勉強の必要性を感じない
（現在のスキルで十分だと思うから）

新しいスキルを習得しても、
それを活かす場がない
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（出典）本調査において実施したWebアンケート調査結果から

5 「学び直してもそのスキルを発揮する場が無い」、「現在保有しているスキルで当分活躍
できる」という意識の払拭が必要。



23.8%

10.2%

44.4%

39.4%

24.2%

33.4%

7.6%

17.0%

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT従事者 (n=500)

先端IT非従事者 (n=500)

強くそう思う

どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない

まったくそう思わない

30.4%

12.6%

51.0%

47.6%

14.4%

25.2%

4.2%

14.6%

0% 25% 50% 75% 100%

先端IT従事者 (n=500)

先端IT非従事者 (n=500)

強くそう思う

どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない

まったくそう思わない

「これからも活躍し続けるためには、
新しいスキルの習得が必要だと思う」

「将来、自分のスキルが陳腐化することを
心配している」

◆ 勉強の必要性を感じない背景には、今後も現在と同じスキルが通用するという認識があると考えられる。

◆ 先端IT非従事者の約４割が、これからも活躍し続ける上で、新しいスキルの習得は特に必要ではないと感じているほか、約半数が、

将来自分のスキルが陳腐化することを特に心配していない。

新しいスキルの習得が
特に必要とは思わない＝約４割

将来自分のスキルが陳腐化することを
特に心配していない＝約５割
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（再掲） （再掲）

（出典）本調査において実施したWebアンケート調査結果から
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課題解決に向けて



調査から抽出された課題

◆ 今回のアンケート調査やインタビュー調査を通じて抽出された課題を、企業側／IT人材個人側に整理すると下図のように集

約されるが、要は今後のデジタル時代に向けた企業の方向性及び個人としてあるべき姿が描けていないことがその本質的な

課題と考察される。
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＜抽出された問題点：
IT人材個人＞

・デジタル技術による自身を取り巻く環境変化
に対する感度の低さや危機感の不足から、ス
キルアップ意欲の低い先端IT非従事者

・せっかく学んでもそれを活かす場がない

・自身のキャリアに対する当事者意識が希薄

＜抽出された問題点：企業＞

・既存のビジネスモデルや業務スタイルから脱却できておらず、デジタル型
ビジネスモデルへの転換が進んでいない

・経営層の、デジタルがもたらす変革への理解と認識やIT活用に対する
見識が不足

・DX実施以前問題としての、変革への抵抗や危機感の共有不足

・実施にあたっても、既存の人事制度や組織文化が変革を阻害

・従来型システム化技術から脱却できず、先端IT従事者が活躍する
環境や場が整えられていない

＜本質的課題＞
デジタル化がもたらす第4次産業革命
が進む中で、産業構造や消費者行
動・考え方が大きく変化しているにも関
わらず、企業の方向性と個人のあるべ

き姿が描けていない



課題解決の方向性

◆ 課題解決の方向性は、ビジネス/エンジニアリング/マネジメントの三位一体の革新を通じ、“個人に選ばれる企業”と“企業に

依存しない個人”による新たな関係の構築とIT人材の適材適所化である。
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＜課題解決の方向性＞

企業と個人の新たな関係の構築とIT人材の適材適所化

三位一体での
革新

ビジネス
（経営、事業） エンジニアリング

（技術）

マネジメント
（人、組織）

＜具体施策：
IT人材個人＞

・人生100年時代を踏まえた
柔軟なキャリア形成
・自身の市場価値の見える化、
ポ－タビリティ化

↓
企業に依存せず、常に自らの価
値を向上し続ける取組み

＜具体施策：企業＞

・めざすデジタル経営の姿や長期事業ビジョ
ンの明示
・そのために必要な人材プロファイルの明示
・能力を正当に評価し処遇する仕組み作り
や、リスクにチャレンジする組織文化の醸
成
・新技術の積極的な採用による業務生産
性向上や継続的にスキルアップ出来る
“場”の提供
・デジタルな社風の定着と全社員のリテラ
シー向上（デジタルミドル層の拡大)

↓
デジタル時代に選ばれる企業
になるための事業/組織改革

＜本質的課題＞

デジタル化がもたらす第4次産業革命が進む中で、産業構造や消費者行動・考え方が
大きく変化しているにも関わらず、企業の方向性と個人のあるべき姿が描けていない



Ｅｎｄ


